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育児介護休業法の改正（2025 年 4 月施行分） 

5 月 31 日に公布された改正育児介護休業法に
より、令和 7 年 4 月 1 日に施行される育児介護関
連の内容をお伝えします。規程改定及び必要に応
じて労使協定の再締結のご準備をお願いします。 
 
１． 全体を通して 

育児に関する制度が下図のように拡張されました。
加えて、300 人超の企業には育児休業の取得状況
の公表が義務付けられます（現在 1000 人超）。 

一方、介護に関する制度自体は拡張せずに、制
度を利用しやすいよう環境を整備したり、特定の年
齢や申出があったときに個別周知したり意向確認
するという義務が課せられます。 

また、労使協定による、子の看護休暇・介護休暇
に関する継続雇用 6 か月の除外がなくなり、入社す
ぐ取得させることが必要になります。 

２，３に、育児・介護それぞれの変更点を記します。 
 
２． 育児の制度の拡張 

（１）子の看護休暇が小 3 までに 
子の看護休暇が 9 歳に達する日以後の最初の 3

月 31 日までの間にある子（小 3 の年度末まで）に
対して取得できるようになります。取得できる日数
に関しても、小3年度末までの子の人数で判断する

ことにご留意ください。 
また、取得目的が拡大され、従来の病気の世話・

病気の予防（予防接種）に加えて、感染症のため↗

の休校や、子の入・卒園式（入学・卒業式）参加とい
う理由でも取得が可能となります。 

 
（２）所定外労働の制限が就学前までに 

所定外労働をさせない制度が、３歳から就学前ま
で延ばされます。 

 
（３）時短が困難な場合の措置にテレワークが 

労使協定によって、業務の性質等から所定労働
時間の短縮措置を講ずることが困難と認められる
業務に従事する労働者を除外しているときは、フレ
ックスタイム制や始業終業時刻の繰上げ・繰下げ他
の措置のいずれかを講ずる義務がありますが、この
措置にテレワーク（在宅勤務含む）が加えられます。 
 
３． 介護の制度を利用しやすくするために 

育児休業等についての個別周知と意向確認（令
和 4 年 4 月施行）と同様の仕組みが導入されます。 

 
（１）介護の制度が取りやすい雇用環境の整備 

介護のための休業や両立支援制度等について以
下のいずれかの措置を講じる義務が課せられます。 

①制度に関する研修の実施 
②制度に関する相談体制の整備（相談窓口設置） 

③その他省令で定める措置 

（２）介護休業や介護両立支援制度の通知等 
労働者が以下に該当したときは個別に介護休

業及び介護両立支援制度につ
いての通知が必要になります。
また、イ）の場合には、意向確認
もしなくてはなりません。 
イ) 対象家族の介護が必要な

状況になったと申し出たとき 
ロ) 40 歳に達した日の属する

年度その他省令で定める期
間の始期に達したとき 

 
次世代行動計画及び公布後

1 年半以内の施行分の詳細に
ついては別途お知らせします。 
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